
人口動向、将来人口推計に関する
分析について
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資料6-２



1.総⼈⼝、年齢３区分別⼈⼝の推移
［総人口増加も、年齢区分ごとに動向は異なる］

 総人口は2025年前後まで増加が⾒込まれる
 少⼦⾼齢化が進⾏し、生産年齢⼈⼝はすでに横ばい
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1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

総人口 192,198 201,972 209,396 216,211 226,769 245,623 255,506 260,985 262,803 262,455 260,603 257,493 253,144 247,633 240,786 232,177 222,221

15歳未満 43,027 39,413 32,925 30,344 30,502 32,740 34,066 34,055 32,463 30,276 28,232 27,260 26,593 25,602 24,267 22,808 21,514

15～64歳 136,715 147,807 156,223 161,505 164,820 172,974 173,664 172,629 172,280 171,747 167,090 157,982 147,047 139,121 132,763 126,997 121,637

65歳以上 11,650 14,742 18,415 24,277 31,325 39,578 46,351 54,301 58,060 60,431 65,282 72,251 79,504 82,911 83,757 82,371 79,070
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実績値← →推計値 人口のピーク

※総人口は年齢不詳を含むため、
年齢３区分別人口の合計と
一致しない場合がある。

（出典）実績値：総務省「国勢調査」
推計値：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」



2.年齢３区分別・⼈⼝構成⽐率の推移
［少子高齢化が着実に進⾏］（※2010年と2060年の比較）

 ⽼年⼈⼝（65歳以上）⽐率が約2倍になる（18.2%⇒35.6%）
 ⽼年⼈⼝⼀⼈を⽀える⽣産年齢⼈⼝（15〜64歳）が半分以下になる（3.75人⇒1.54人）
 年少⼈⼝（15歳未満）は10%を割り込む
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生産年齢人口÷老年人口
3.75人（＝68.3%÷18.2%）

生産年齢人口÷老年人口
1.54人（＝54.7%÷35.6%）

（出典）実績値：総務省「国勢調査」
推計値：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

※年齢不詳を除いて比率を算出している。



3.転入・転出数、出生・死亡数の推移
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年度

2009
年度

2010
年度

2011
年度

2012
年度

出生 2,302 2,188 2,218 2,299 2,299 2,259 2,259 2,305 2,299 2,217 2,290 2,181 2,326 2,343 2,330 2,319 2,401 2,217 2,283

死亡 1,131 1,114 1,262 1,230 1,325 1,364 1,211 1,270 1,360 1,416 1,455 1,551 1,523 1,597 1,605 1,613 1,727 1,819 1,875

転入 16,322 16,241 16,908 15,777 16,063 15,573 15,560 18,611 17,345 18,277 18,441 17,181 16,454 17,221 16,849 16,794 15,471 15,308 15,631

転出 16,566 15,868 16,022 15,050 14,895 14,966 14,512 15,931 15,558 16,211 15,290 15,372 15,793 15,712 15,636 14,676 14,901 15,262 15,161
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（出典）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

※日本人のみ。
※転入・転出数については、届出数のほか職権で住民票に記載・削除した数も含む。

転入・転出数は
出生・死亡数を
大きく上回る

転入・転出は
変動が大きい

出生数は
横ばい

死亡数は
増加傾向

［転入・転出による移動が非常に多い］
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4.社会増減、自然増減の推移
［“社会増”かつ“自然増”が人口増加の要因］
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（出典）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

※日本人のみ。
※転入・転出数については、届出数のほか職権で住民票に記載・削除した数も含む。

近年は
社会増と自然増の
いずれも縮小傾向

1994年度を除き
社会増減はプラスで推移

⇒「社会増（転入超過）」が続く

自然増減もプラスで推移
⇒「自然増」が続く



5.地域別に⾒た転⼊・転出の概況
［東京23区を除く各地域から転入超過］

 東京23区を除く各地域からの転入超過が社会増を支えている
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（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2013年）

府中市

（人口 255,346人）

東京都（多摩地域）

［＋383人］

東京都

（23区）
［▲1,182人］

都を除く東京圏

（埼玉県、千葉県、

神奈川県）

［＋438人］

東京圏外

［＋1,448人］

3,593人

2,411人

4,811人 4,427人

2,592人

3,030人

4,707人

3,259人
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6.周辺市との転入超過／転出超過の状況
［東側から⻄側への⼈の動きがうかがわれる］（※2012年、2013年の実績から）

 転入・転出数がいずれも100人以上と人口移動が多い自治体は、本市周辺に集中している。
 2年連続で本市に転⼊超過⼜は本市から転出超過となっている⾃治体は、⼈⼝移動が多い市
に限られ、基本的には、都心側（東側）から郊外側（⻄側）への動きがあると考えられる。

7（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2012年、2013年）

三鷹市 転入者 転出者 純移動

2012年 261人 164人 ＋97人

2013年 257人 228人 ＋29人

小金井市 転入者 転出者 純移動

2012年 274人 224人 ＋50人

2013年 347人 289人 ＋58人

武蔵野市 転入者 転出者 純移動

2012年 125人 155人 ▲30人

2013年 120人 162人 ▲42人

立川市 転入者 転出者 純移動

2012年 189人 277人 ▲88人

2013年 186人 264人 ▲78人

八王子市 転入者 転出者 純移動

2012年 516人 578人 ▲62人

2013年 479人 521人 ▲42人

日野市 転入者 転出者 純移動

2012年 285人 356人 ▲71人

2013年 285人 376人 ▲91人

多摩市 転入者 転出者 純移動

2012年 291人 330人 ▲39人

2013年 303人 364人 ▲61人

稲城市 転入者 転出者 純移動

2012年 179人 169人 ＋10人

2013年 213人 130人 ＋83人

調布市 転入者 転出者 純移動

2012年 783人 574人 ＋209人

2013年 969人 527人 ＋442人

■転入・転出数が１００人以上の自治体

※「国立市」及び「国分寺市」は、転入・転出数は100人以上だが、
年により転出超過／転入超過が異なる

【２年連続で本市に転入超過の自治体】

【２年連続で本市から転出超過の自治体】



7.年齢階級別・地域別に⾒た転⼊・転出数
［転入・転出の大きな要因は就職や住み替え］

 転入・転出のいずれも基本的な傾向は同様
 20代の移動については、就職が大きな要因と推察される。
 0〜4歳の移動も多く、結婚や出産を機会とする住み替えも大きな要因と考えられる。
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年齢階級別・転出者数（総数、2013年）
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（人）

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2013年）を基に作成

※本市内には警視庁警察学校（朝日町）が立地しており、新任警察官（約2,000人）の研修に際して、入寮・退寮に伴う転入・
転出が1年間のうちに発生するという特殊要因があるため、本ページのグラフは、平成25年度の採用実績を踏まえて入寮
者の男女別・年齢階級別の人数を仮定し、地域ごとの人数比率に応じて配分・除外した人数を示している。



8.合計特殊出⽣率の推移
［東京都内で⾒れば合計特殊出⽣率は⾼い］

 合計特殊出⽣率の推移をみると、全国の値には及ばないものの、東京都全体、区部、
市部のいずれも上回る水準で推移している。

9

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

全国 1.46 1.50 1.42 1.43 1.39 1.38 1.34 1.36 1.33 1.32 1.29 1.29 1.26 1.32 1.34 1.37 1.37 1.39 1.39 1.41 1.43

東京都 1.10 1.14 1.11 1.07 1.05 1.05 1.03 1.07 1.00 1.02 1.00 1.01 1.00 1.02 1.05 1.09 1.12 1.12 1.06 1.09 1.13

区部 1.06 1.09 1.02 1.03 1.01 1.00 0.98 1.00 0.97 0.98 0.96 0.96 0.95 0.98 1.01 1.04 1.06 1.08 1.08 1.12 1.16

市部 1.27 1.31 1.23 1.22 1.20 1.19 1.16 1.18 1.14 1.15 1.12 1.13 1.09 1.15 1.18 1.20 1.20 1.24 1.22 1.24 1.27

府中市 1.38 1.41 1.40 1.30 1.36 1.30 1.26 1.28 1.28 1.28 1.20 1.26 1.15 1.29 1.27 1.32 1.31 1.35 1.35 1.35 1.37
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（出典）東京都「人口動態統計」

府中市

※合計特殊出生率の算出に用いる年齢別女子人口は、全国と東京都は10月１日付、市区町村は1月1日付である。



9.15〜49歳の⼥性⼈⼝の推移
［出産可能性の⾼い⼥性⼈⼝は増えている］

 15〜49歳の⼥性⼈⼝の総数は増加している
 年齢階級別の推移をみると、20代は減少傾向、30代、40代は増加傾向にある
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10.人口移動が縮小した場合の将来人口
［人口移動の縮小は、人口構造のアンバランス拡大につながる］

 「⾼齢者の増加」と「若い世代の減少」により、人口構造のアンバランス拡大が想定される
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各年齢階級の転入超過／転出超過
（＝純移動率）が社人研※推計における
仮定値の半分の水準になった場合

各年齢階級の転入・転出者数が均衡し
純移動率がゼロになった場合

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別
将来推計人口」を基にしたシミュレーション

※社人研…国立社会保障・人口問題研究所
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11.出⽣率が上昇した場合の将来⼈⼝
［出⽣率の上昇は、人口構造のバランス確保につながる］

 出⽣率の上昇により若い世代の減少に⻭⽌めがかかる
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国民希望出生率（＝1.80）が
達成された場合のシミュレーション

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」を基にしたシミュレーション



12.世帯人員別・世帯割合の推移
［ファミリーよりも単独世帯、２人世帯が多い］

 世帯の人員構成をみると、単独世帯（1人）が40％を占め、2人世帯を合わせると
60％を超えており核家族化が進⾏
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（出典）総務省「国勢調査」

合わせて
60%を超える



13.単独世帯の性別・年齢階層
 ［男性は⽣産年齢、⼥性は20代及び高齢者に単独世帯が多い］

 男性の単独世帯は、20代から64歳までの各年齢階層で4,000世帯以上と多くなって
いるが、65歳以上の高齢者については少なくなっている。

 ⼥性の単独世帯は20代が最多となっているほか、50代以上に多く、特に、75歳以上
の後期高齢者で多くなっている
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男性の単独世帯が多い

女性の
後期高齢者
で増加



14.子世帯との同居・近居の状況
［子どもと近くで暮らしている高齢者は２割程度］

 単独または夫婦のみの高齢者世帯で、子世帯と一緒または15分程度の近距離に
暮らしている世帯は20%程度に留まる
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一緒に居住, 
1,310 世帯, 6%

徒歩5分程度, 
1,430 世帯, 7%

片道15分未満, 
1,590 世帯, 7%

片道1時間未満, 
4,650 世帯, 21%

片道一時間以上, 
2,870 世帯, 13%

居住地不詳, 
7,240 世帯, 33%

子はいない, 
2,780 世帯, 13%

高齢単身者・

夫婦世帯の

子世帯の居住地

（平成25年）

（出典）総務省「住宅・土地統計調査」（2013年）



15.市⺠の通勤先、市内通勤者の常住地
［ベッドタウンと産業都市のいずれの側面も有する］

 市⺠の数と、市内で就業・就学している人の数が均衡しており、本市はベッドタウ
ンと産業都市のいずれの側面も有している
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府中市内, 
48,005 人, 
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東京都（23区）, 
31,729 人, 28%

東京都

（多摩地域）, 
25,132 人, 

22%

都を除く東京圏, 
5,811 人, 5%

東京圏外, 
4,020 人, 3%

府中市民の

通勤先

（平成22年）

就業している市民

（15歳以上）の合計
114,697人

府中市内, 
48,005 人, 

45%

東京都（23区）, 
6,097 人, 6%

東京都

（多摩地域）, 
36,505 人, 

34%

都を除く東京

圏, 14,818 人, 
14%

東京圏外, 
675 人, 1%

府中市内に

通勤してくる人の

常住地

（平成22年）

市内で就業する人

（15歳以上）の合計
106,100人

（出典）総務省「国勢調査」（2010年）



16.市内における就業者の状況
 ［製造業、卸売業・小売業が基盤産業］

 情報通信業の特化係数が高いが、NEC、東芝等の事業所の就業者と考えられ、大き
く製造業に含めて考えることができる

 特化係数は⾼くないが、卸売業・⼩売業は男⼥とも就業者が多くなっている
 男性については建設業、⼥性については、医療・福祉の就業者が多い
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※産業別特化係数…産業別の就業者比率を全国平均と比較したものであり、次式により算出する。
X産業の特化係数＝本町のX産業の就業者比率÷全国のX産業の就業者比率



17.製造品出荷額等の推移
［⼤企業の⽴地は強みだがリスク要因にもなる］

 製造業については、大企業（従業者200人以上）が製造品出荷額の80％以上を占め
ており、一つの企業の業績や工場撤退等の動向に大きく影響を受ける可能性がある
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